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[bookmark: _Toc139878996]１. 企画提案を求める業務の概要
[bookmark: _Toc139878997]１.１ 提案を求める理由
山梨県デジタルトランスフォーメーション推進計画（以下「県ＤＸ推進計画」という。）では、「県民一人ひとりが豊かさを実感できるやまなし」を実現するためには、デジタル社会に必要なリテラシーを育むための県民向けの教育や学習が必要であるとしている。
本事業では、県ＤＸ推進計画のこうした方針に基づき、中学生から社会人までを貫く一連の取組の一環として、ＰＢＬ（Project Based Learning）プログラム実施を通して、デジタルスキルの効果的な活用方法及び他者と協働し取り組む姿勢を身に付け、将来の山梨県を担うイノベーション人材を育成する。
ついては、当該調達を行うにあたって、企画提案型のプロポーザル方式により、本調達に対するサポート体制や意欲、資質、技術能力及び創造力等が優れた者を募集する。

[bookmark: _Toc139878998]１.２ 名称
中高生PBL（Project Based Learning）プログラム体験事業委託業務

[bookmark: _Toc139878999]１.３ 委託内容
別紙「中高生PBLプログラム体験事業委託業務仕様書」（以下「仕様書」という。）による。

[bookmark: _Toc139879000]１.４ 予算上限額
本業務に係る経費としての金額２４，９７０千円（消費税及び地方消費税を含む）。ただし、この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画内容の上限を示すためのものであることに留意すること。

[bookmark: _Toc139879001]２. 企画提案の参加資格
次に掲げる要件のすべてを満たす者であること。
（1） 次のいずれにも該当しない者であること。
1　 地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号のいずれかに該当する者
2　 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により競争入札に参加させないこととされた者であって、同項の規定により定められた期間を経過していないもの
3　 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役員が暴力団員であるもの（地方自治法施行令第１６７条の４第１項第３号に該当する者を除く。）
4　 営業に関し許可、認可等が必要とされる場合において、これらを受けていない者
5　 資格審査の申請を行う日の属する月の初日において引き続き２年以上営業を営んでいない者
（2） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（これらの申立てにより更生手続開始又は再生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。


（3） 物品等に係る競争入札に参加する者に必要な資格等（令和３年山梨県告示第６７号）の二に定める競争入札に参加することができる者であること。
	※競争入札に参加する者に必要な資格等に関する事項の照会先

	（郵便番号）
	〒400-8501

	（所在地）
	山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号

	（機関名）
	山梨県出納局管理課調度担当

	（電話番号）
	（０５５）２２３－１３９５



[bookmark: _Toc139879002]３. 企画提案参加資格の確認
企画提案に参加を希望する者は、企画提案参加資格を有することを証明するため、企画提案参加確認申請書（別紙様式第１号）（以下「申請書」という。）を提出し、参加資格の確認を受けなければならない。また、申請書の確認は申請書の提出期限をもって行うものとする。なお、提出された申請書類は返却しない。
（1） 申請書の提出は、持参又は郵送によるものとする。
（2） 申請書を持参で提出する場合の提出期間及び提出場所は次のとおりとする。
	（提出期間）
	公告の日から令和５年７月２８日（金）まで
ただし、上記期間の県の休日を除く毎日、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとする。

	（郵便番号）
	〒400-8501

	（所在地）
	山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号山梨県庁防災新館３階

	（機関名）
	山梨県教育庁高校教育課

	（電話番号）
	（０５５）２２３－１７６６


（3） 申請書を郵送で提出する場合の受領期限及び送付場所は次のとおりとする。
	（送付期限）
	令和５年７月２８日（金）　午後５時必着

	（送付場所）
	〒400-8501
山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号山梨県庁防災新館３階
山梨県教育庁高校教育課

	※郵送により提出した旨を（２）の場所に電話連絡すること。


（4） 申請書に次のものを添付すること。
1　 会社概要等整理表（別紙様式第２号）
2　 過去５年間の同種又は類似業務の実績（別紙様式第３号）
3　 誓約書（別紙様式第４号）
4　 ２（３）を証した書類の写し
· 物品等に係る競争入札に参加する者に必要な資格等の三により申請中の場合は、「物品等競争入札参加資格審査申請書」の写しを添付し、資格を得た時点で、速やかに提出すること。


[bookmark: _Toc139879003]４. 企画提案参加資格審査結果の通知
　　　企画提案参加資格確認の結果は令和５年８月２日（水）までに郵送により通知する。なお、企画提案参加資格がない旨の通知を受理した者は、その理由について説明を求めることができる。説明を求める場合は、令和５年８月７日（月）までに県教育長宛の書面（様式任意）を３（２）の場所に郵送又は持参すること。理由は書面にて回答する。

[bookmark: _Toc139879004]５. スケジュール
[bookmark: _Toc139879005]５.１ 企画提案説明会
実施しない。

[bookmark: _Toc139879006]５.２ 質問の受付
（1） 質問方法及び質問送付先
本企画提案及び仕様書に対し質問がある場合には、質問票（別紙様式第５号）に記載の上、電子メールにて次の宛先に送信後、電話にて本県側の受信を確認すること。なお、本企画提案に関係ない質問や本企画提案に公平性を保てない等と判断した場合には回答しないことがある。
	（宛先）
	山梨県教育庁高校教育課

	（電子メール）
	koukoukyo@pref.yamanashi.lg.jp

	（件名）
	「中高生PBLプログラム体験事業委託業務に関する質問」

	（機関名）
	山梨県教育庁高校教育課

	（電話番号）
	（０５５）２２３－１７６６


（2） 受付期間
公告の日から令和５年７月２１日（金）午後５時まで（必着）
（3） 質問に対する回答
質問に対する回答は随時行うものとし、令和５年７月２６日（水）午後５時までに全ての質問に対し電子メールにて回答し、山梨県ホームページに掲載する。

[bookmark: _Toc139879007]５.３ 企画書の提出
「６．提出書類等」に示す書類に企画提案書（別紙様式第６号）を付して、次により提出すること。
（1） 提出部数および提出方法
「６．提出書類等」に示す書類を書面で、正本１部（副本１０部）および電子媒体としてCD-ROMに格納し提出すること。提出は、持参又は郵送・宅配便とする。期限に遅れた場合は、原則として受理しない。


（2） 企画書を持参で提出する場合の提出期限及び提出場所は次のとおりとする。
	（提出期間）
	令和５年８月１４日（月）まで
ただし、上記期間の県の休日を除く毎日、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとする。

	（郵便番号）
	〒400-8501

	（所在地）
	山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号山梨県庁防災新館３階

	（機関名）
	山梨県教育庁高校教育課

	（電話番号）
	（０５５）２２３－１７６６


（3） 企画書を郵送・宅配便で提出する場合の受領期限及び送付場所は次のとおりとする。
	（送付期限）
	令和５年８月１４日（月）　午後５時必着

	（送付場所）
	〒400-8501
山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号山梨県庁防災新館３階
山梨県教育庁高校教育課

	※郵送・宅配便により提出した旨を（２）の場所に電話連絡すること。



[bookmark: _Toc139879008]５.４ 企画提案のプレゼンテーション
企画提案に係るプレゼンテーションを次のとおり実施する。
（1） 実施日
令和５年８月２２日（火）
· 企画提案者数が多い場合には別途調整のうえ連絡する。
· 新型コロナウイルス感染症の感染状況によっては、提出された企画書のみで書面審査を行う可能性がある。
（2） 会場
山梨県庁内を予定しているが、詳細については企画書を提出したものに対し、別途連絡する。
（3） プレゼンテーションの時間
１社３０分（提案書説明１５分、質疑応答１０分、入退室５分）を予定
（4） その他
1　 提案説明は、企画業務の主たる担当者が行うこと。
2　 会場には県教育委員会側でプロジェクタ及びスクリーンを用意する。ただし、Wi-Fi環境が必要な場合には各自準備すること。
3　 プレゼンテーションに参加しない場合は、選定から除外する。
4　 プレゼンテーション等で使用する参考資料等は、別に提出を受け付けるが、採点の対象とはしない。

[bookmark: _Toc139879009]６. 提出書類等
[bookmark: _GoBack]仕様書及び「中高生PBLプログラム体験事業委託業務企画書作成要領」に基づき企画書を作成すること。

[bookmark: _Toc139879010]７. 審査及び委託業者の決定に関する事項
[bookmark: _Toc139879011]７.１ 委託業者の選定方式
委託業者については、一般公募により幅広く企画提案を募る公募型プロポーザル方式により選定する。

[bookmark: _Toc139879012]７.２ 審査委員会
審査は、企画書及び企画提案のプレゼンテーションについて、「中高生PBLプログラム体験事業公募型プロポーザル方式事業者選定審査委員会」において行う。

[bookmark: _Toc139879013]７.３ 審査基準
審査の基準は、「中高生PBLプログラム体験事業委託業務審査基準」による。

[bookmark: _Toc139879014]７.４ 審査及び採用者の決定に関する事項
（1） 審査手順
審査は、以下の手順により行うこととする。
1　 案審査
　審査委員会は、企画書及び提案者からのプレゼンテーションによる質疑応答を実施して審査する。
2　 優先交渉権者の選定
　審査会は、審査項目ごとの評価を行い採点結果の合計が最も高い企画案を提案した業者を選定する。得点が同一の場合は、審査委員の多数決により順位を決定する。ただし、総得点が１位であっても、得点が著しく低い評価項目がある場合は、本業務委託の候補者として選定しないことがある。
（2） 審査結果の通知
審査結果は、企画書の提出のあった全ての提案者に対して８月下旬に郵送により通知する。

[bookmark: _Toc139879015]８. 委託契約
県教育委員会は、審査委員会の選定結果をもとに決定した優先交渉権者を委託契約候補者とし、見積書徴収後、予定価格の範囲内で、随意契約により委託契約を締結する。

[bookmark: _Toc139879016]９. 企画提案の無効
次のいずれかに該当する者の企画提案は無効とする。
1　 企画提案に参加する資格のない者
2　 申請書、企画書、その他本企画提案に関連して提出された書類に虚偽の記載をした者
3　 ２件以上の企画提案をした者


[bookmark: _Toc139879017]１０. その他
（1） 提案参加資格の喪失
業者選定日から委託契約の締結までに、実施要領において提示された提案参加資格の一部または全部を喪失した場合には、県教育委員会は、委託契約を締結しないことができる。企画が選定された法人が、選定から契約締結の間に「２．企画提案の参加資格」に掲げた資格のうち、一つでも満たさなくなった場合は契約を締結しない。また、この場合において、県教育委員会は損害賠償の責めを負わないものとする。
（2） 企画書の提出辞退
参加表明後に企画書の提出を辞退する場合は、「企画提案不参加表明書（別紙様式第７号）」によるものとし、企画書の提出期限までに提出すること。なお、企画提案の辞退は自由であり、当該辞退による不利益な取り扱いはしない。
（3） 企画書の受理
応募資格を有しない者の企画書は受理しない。また、記載内容に不備がある企画書等、不適切と判断される企画書は受理しないことがある。
（4） 費用負担
提案に要する費用は、提案者の負担とする。また、この契約の締結に要する費用及び契約代金その他の金銭の送金並びに受領に伴う費用は、受託者の負担とする。
（5） 提出書類等の扱い
提出された書類等は返却しない。また、その書類等は、企画の選定及び業務委託予定者の特定以外には、提出者に無断で使用しない。
（6） 秘密の厳守
本提案により知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。
（7） 担当者の変更
企画書に記載した予定担当者を、受託後の業務遂行中に変更する場合には、事前に県教育委員会に届け出るものとする（様式任意）。ただし、その場合には、従前の担当者と同等以上の技術を有することを示す証を添付すること。
（8） 企画提案選定の中止等
提出された企画書が全て選定するに至らない場合、若しくは企画書の提出がなかった場合は、中止又はその他の方法によることがある。
（9） 契約
企画が選定された法人については、県教育委員会と協議の上、山梨県財務規則等の関係法令の規定に基づき委託契約を締結する。また、選定された企画の内容については、協議の過程で変更修正する場合がある。なお、事業を進めるにあたっては県教育委員会の業務担当職員と密接な連絡・調整を行うものとする。この契約の成立及び効力その他の一切の事項については、日本国の法令に準拠するものとし、管轄裁判所は県教育委員会の所在地を管轄する裁判所とする。
（10） 実績報告
受託者は、事業終了後、県教育委員会に実績報告書を提出すること。
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